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資料１－３

「試験研究用原子炉施設等の安全規制のあり方について」

－抜 粋－

平成１７年２月２日

文 部 科 学 省

原 子 力 安 全 課

Ⅰ．経緯

研究炉等安全規制検討会は、平成１６年８月より、原子力の安全規制を巡る現状を踏

まえクリアランス制度の導入等について検討を行い、１１月２２日に検討結果を「試験

研究用原子炉施設等の安全規制のあり方（案 」として取りまとめた。）

この報告書案について１１月２７日から１２月２６日までの間、文部科学省ホームペ

ージで意見募集を行い２０件の意見を得た。また、１２月６日に東京において文部科学

省主催によるシンポジウムを開催し（９６名参加 、１１件の意見を得た。）

平成１７年１月１４日に研究炉等安全規制検討会を開催し、これらの意見を踏まえた

報告書を取りまとめた。

Ⅱ．検討事項及び結果

１．試験研究用原子炉施設等におけるクリアランス制度について

試験研究用原子炉施設等の廃止措置等に伴って発生する固体状物質について、規制

を合理化するとともに、廃棄物を資源として再使用・再生利用することを可能とし、

循環型社会の形成に資するためにクリアランス制度を導入する。

（１）クリアランスレベル検認における国の関与は２段階（法律改正）

①原子炉設置者等が策定する「対象物の測定・判断方法」の認可制度の導入

②認可を受けた方法に基き原子炉設置者等が測定した記録の確認制度の導入

（２）今後の課題

①原子炉等規制法と放射線障害防止法の両方の規制がかかる施設に対するクリアラ

ンス制度の適用

②核燃料物質使用施設の廃止措置に対するクリアランスレベル検認方法 等

２．試験研究用原子炉施設等における解体・廃止制度について

現行の「解体届 「廃止届」及び「廃止に係る措置」を統合し、解体・廃止に対」、

する国の関与を明確化する。また、施設の廃止措置の進捗に応じて、安全確保の観点

が、核燃料物質等による災害の防止から、施設内に残存する放射性物質による放射線

障害の防止に移っていくことを踏まえた合理的な規制とする。
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（１）今後の廃止措置に係る安全規制

①廃止措置に係る計画の認可制度の導入

②廃止措置終了に対する国の確認制度の導入

③廃止措置中の安全規制の適用の合理化

（２）今後の制度設計にあたっての留意事項

①施設の一部廃止に係る規制のあり方

②運転（使用）から廃止措置への移行期間

③許可の取消し、事業者の死亡・解散時の規制

３．少量核燃料物質の使用に係る安全規制について

などの国際機関が共同で刊行した「国際基本安全基準等( )」で提唱してIAEA BSS
いる免除レベルを規制対象下限値として、核燃料物質の使用に係る安全規制に導入す

る場合、新たに許可対象となる範囲と規制の考え方を提示

（１）新たに許可対象となる範囲

①現行の許可対象

・ウラン（天然、劣化 ：３００ｇ以上）

・トリウム ：９００ｇ以上

②新たな許可対象

・ウラン（天然、劣化 ：１ｇを超え３００ｇ以下）

・トリウム ：３ｇを超え９００ｇ以下

（２）今後の進め方

①使用施設等を限定し、適用すべき使用や貯蔵の技術上の基準等を改正

②新たな規制対象となる者に対して規制内容、安全管理について十分に周知

４．自然放射性物質の使用に係る安全管理について

自然放射性物質の使用に関し、実際の使用状況等を十分に勘案し適切な規制を行う

ための考え方を提示

（１）現状

①原料輸出国の多くは、 免除レベルを取入れた自然放射性物質の規制が未導入BSS
②これまでに実施した調査範囲では、自然放射性物質の使用に関して、安全上特に

問題は生じていない。

③業界団体による自主管理が有効に機能

（２）今後の進め方

①有識者からの意見等を参考にガイドラインを策定し、放射性物質を扱う事業者に

対し、当該ガイドラインに基づく自主管理を周知

②法令による規制については、ガイドラインに基づく自主管理の状況を確認し、問

題点等を抽出するとともに、各国の自然放射性物質に対する 規制免除レベBSS
ルの取り入れ等の状況を確認しつつ検討

以上


